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はじめに 

 18 歳人口の減少にともなって大学全入時代が到来

し、全国の大学関係者は入学生の学力担保に危機感を

抱き、高校生に選ばれる大学学部を目指して様々な大

学改革を行ってきた。とりわけ全国的に進んだものが

入試改革であり、学部定員の充足が大きく私大経営に

影響する現実から、入学生の早期確保をねらった多様

な推薦入試を設け、入試日程の前倒しと入試科目の削

減がトレンドとなった。 

 このような私大の動きに対して、社会全般では「大

学生の低学力化」が懸念されている。AO・推薦入試

で合格が決まった高校３年生は、大学入学までのおよ

そ数ヶ月間で高校での学習成果を摩滅させ、大学で学

ぶモチベーションも低下させて大学に入学しているよ

うに感じる。また、入試制度の変革は推薦入試合格者

と一般入試での入学生との間に、基礎学力の格差拡大

を助長する事にもなり、初年次教育は教養教育とは異

なった側面で考える必要がある。本発表は現実的な改

善策を叩き台として提案し、議論を一歩でも進めたい

と考えるものである。 

  

１．大学生の低学力化について 

 「大学生の低学力化」には、２つの側面がある。一

つは、志望校選択の学力目安となる模試偏差値の上位

校における「従来の入学生と比べて基礎学力が低下傾

向にある」という指摘。今一つは、所謂「大学の大衆

化」問題である。高校への進学率が90％台であること

を考え合わせるならば、20年前は18歳人口の35％に

過ぎなかった大学生の比率が 52.5％を占めるまでに

なっている。高校の序列化が現実として存在する中で

は、大学入学生には出身高校によって履修科目や学習

レベルとその定着度に差異が生じているにもかかわら

ず、それを考慮した初年次教育プログラムや学部カリ

キュラムの修正が十分行われていない、もしくは機能

していない現状がある。 

 高大接続改革はセンター入試の改革にウエイトが置

かれ、一体的な政策として高校学習指導要領の改訂も

発表されたが、偏差値上位大学と進学校には一定の改

革効果は見込まれるが、「大学の大衆化」問題に対して

は、入学してくる生徒の学力がセンター試験を受験す

るレベルに達しておらず、彼らの高校での学習にカン

フル剤とはならないと考える。 

 

２．高大の教育連携に関する提案 

推薦入試・一般入試との間には入学生の学力差が存

在し、現状では推薦入試合格者に対して、既に「入学

前教育」が e-learningや学部別入学前課題とスクーリ

ング等によって対応されている。しかし、高校現場か

ら見てきた経験と初年次教育の歴史科目を担当した感

触では、それほど効果が上がっていると思われない。 

 提案⑴ 初年次教育担当者による「入学前教育」 

 現行の「入学前教育」では、各学部が受験生の合否

を決定し学部の用意するカリキュラムによって大学で

の学びが始まるため、「入学前教育」の内容は各学部に

よってまちまちである。専門分野の学びに進むにあた

っての基礎学力が不足する学生に対するリメディアル

教育科目と、知的好奇心を刺激する学部の入門科目と

は、授業目的が全く異なってくる。 

 初年次教育の担当教員団を毎年編制し、教員団は１

年次のリメディアル教育での到達目標から逆算して、

「入学前教育」の課題選定と成果測定テストの実施・

分析を行い、入学後のリメディアル教育など初年次教

育科目の授業レベルや内容に反映する。 

 ⑵ 推薦入試とリンクさせたリメディアル教育 

 現状では、入学予定者は入学前課題をおざなりにし

て学部が求める基礎教養レベルに達していなくとも、

入学後には一律自動的に学部の専門科目を受講できる

システムに問題がある。 

 各学部CP に基づいた専門分野理解のベースとなる

高校科目の重点分野や領域を学部教員が選定し、リメ



ディアル科目担当者に情報提供することで、リメディ

アル科目の内容を学部ごとにカスタマイズすることが

できる。学部が求める高校科目の重点単元や領域の情

報は、学生募集のオープンキャンパスや近々文部科学

省が課してくる推薦入試における学力試験の出題分野

に反映させることで、学部のAP と推薦入試を効果的

にリンクさせることができる。 

 リメディアル教育を高校での受験勉強段階まで範囲

に入れて再構築し、「入学前教育」では、学部が選定し

た重点単元や領域を中心に課し、入試結果の分析を反

映して年度ごとに修正する。学部CP においてリメデ

ィアル科目を原則必履修とした上で、入学前課題の到

達度測定で合格点に達した者には、リメディアル科目

の履修を免除する措置が、入学予定者のモチベーショ

ンを確保できる。 

 ⑶ 附属高・系属校との教育連携 

 高大接続の教育連携が最も行いやすい環境は、大学

の附属校・系属校にある。高校での地歴・理科のカリ

キュラム編成を改革することで、附属校生徒に学部が

求める力をつけて入学させる＝「附属校出身者のアド

バンテージ」を明確に持たせて、系列の大学に入学さ

せる。他校生より学部が重視する単元や領域の学力を

強くして大学へ入学させることで、附属校出身者自身

や大学教員がその違いを自覚することができ、相互の

肯定感によって附属校生が学部の中核的な存在として

育っていくことを理想型とする。 

 各学部が重点を置く分野・領域に関しては、高校レ

ベルを超えて踏み込んだ内容を、計画的な大学教員の

専門講義が担うことで、高校教員の負担は緩和ととも

に大学教員の講義がよりタイムリーに内部進学生の知

的好奇心を刺激する。時間割上の曜日時限の調整は高

大間で行わなければならないが、大学教員の次年度時

間割の作成が秋に行われ始めるならば、附属校側に連

携授業の曜日時限を大学側が指定することの了解が必

要である。 

 

３．残された課題 

 リメディアル教育の充実を焦眉の課題として、高大

接続の視点から粗案を述べてきた。入試の出題方針に

変更を迫るもの、入学前教育の再構築、附属校でのカ

リキュラム改編など、現実的とは言え各所との精力的

な調整を要する内容や法人の経営に影響する内容であ

るため、容易に実施できるものではない。これらの提

案にあたり、その根幹となるものが「学部が求める高

校科目の重点単元や領域の選定」の情報である。 

 しかし、独立性の強い各学部と学部横断的な共通教

育セクションとの連携や、各学部で自らが求める重点

分野や領域とは何かを、専門家集団の学部教員が議論

し学部として一定の見解を導き出すことは、多くの労

力と時間を要する至難のものであろう。各大学が持っ

ているガバナンス文化も大きな影響を持っており、大

学教員が足並みを揃えること自体が難しいであろう。

高校現場の経験から言えば、学部のCP とは教員各自

の専門とは別の次元にあり、入学生に求める高校科目

の重点分野や領域には統一的な学部見解があってしか

るべしと考えるが、これは大学教員の経験が浅いため

の拙い考えであろうか。 

 高大接続は高校から上へ積み上げる考え方ではな

く、大学卒業時からの逆算で考え直さなければならな

いと考える。入学生の学力低下が進む中で、大学教員

は授業内容や学生募集における現状のレベルを維持で

きるのかという「危機感の共有」ができるかどうかに

かかっている。 
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